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校則と生徒懲戒規程の変遷
伊藤 康明
Changes of school regulations and reprimand rules
Yasuaki Ito
The Notice given in 2008 by the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and
Technology required each school to re-examine school regulations and to interpret and
apply school disciplinary rules properly.
This paper reports how school disciplinary rules have changed and the present
conditions of them as a result of our research mainly according to the data from the
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, and also reports some








































































































する裁判例の動向等も踏まえ、平成 19 年、「学校教育法第 11 条に規定する児童生徒の懲戒・
体罰に関する考え方」を取りまとめ、解釈・運用については、今後、この「考え方」によるこ



















































な運用について」（平成 20 年 3 月 10 日付け文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）に
おいて、その適切な運用を図るよう通知し、公立高等学校を対象に運用の実態について調査し

































































戒規程」（平成 23 年 10 月 13 日）、「奈良教育大学学生懲戒規則」（平成 23 年 1 月 21 日）等は懲
戒処分標準例として、非違行為の種類と懲戒処分の標準例を具体的な表で示している。また、
懲戒処分の学内掲示用の告示様式も定めている。
「東京大学学生懲戒処分規程」（平成 16 年 10 月 26 日）では、第 12 条に、懲戒処分案の公平








クシュアル・ハラストメントを理由とする学生の懲戒処分についての了解事項」（平成 14 年 4
月 16 日）も別途あり、このことに関しては学生懲戒処分規程において、本了解事項によると規
定している。以上、東京大学の組織ならではと納得させられる。
「鹿児島大学学生懲戒規則」（平成 19 年 3 月 27 日）では、別途「懲戒処分等に関する申合せ」
で懲戒処分等の指針を示しているが、この中で、一気飲みを強制した場合の規程もある。
おわりに
どの学校も生徒・地域の実態に応じて、校則や懲戒規程を定めているが、きまりを作り、違
反者に罰を加える以上、その教育上の必要性が、誰に対しても説明できるものでなくてはなら
ない。大学のユニバーサル化が進み、高校生と意識があまり変わらない学生もいると聞く。大
学においても、規範意識の醸成のため、問題行動に関するきまりや対応の基準を明確化し、そ
れを保護者や地域住民に公表し、理解と協力を得るよう努める必要があろう。参考までに、学
生懲戒規程を整備している大学を例示したが、大学と高等学校とを比較すると、大学において
は、不服申し立てについての規程が明確であり、処分の評定に学生を加えている大学もある。
高等学校においても「児童の権利に関する条約」から、当該生徒等に事情や意見をよく聴く機
会を持つ等、個々の状況に十分留意する必要がある。また、自主退学に関しては、大学では懲
戒処分の決定前には、申し出を受理しないと規定しているところが多い。さらに、懲戒処分を
行った場合は、学内の告示を行っているところが、高等学校と大きく異なっている。
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